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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定すべき と の 申出が あ り ， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 

労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 である。 
この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 
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日本工業規格 JIS 

B 9712： 2006 

(ISO 1 3851 ： 2002) 

機械 類の 安全性 一 両手 操作 制御装置 一 
機能的 側面 及び 設計 原則 

Safety of machinery— Two-hand control devices — 
Functional aspects and design principles 

序文 

この 規格 は， 2002 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 13851， Safety of machinery -Two-hand control devices 
-Functional aspects and design principles を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構成 を 変更す る ことなく 作 
成した 日本工業規格 である。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 両手 操作 制御装置の 安全 要求 事項 及び 入力信号 に対する 出力 信号の 従属 性に ついて 規定す 

る。 

この 規格 は， 安全 を 達成す るた めの 両手 操作 制御装置の 主な 特性 を 規定し， 3 種類の 機能的 特性の 組合 
せ を 示す。 この 規格 は， ィ ネーブル 装置， ホールド • トウ • ラン 装置 及び 特別な 制御装置 として 使用され 
る こと を 意図した 装置に は 適用し ない。 

この 規格 は， 両手 操作 制御装置が どの 機械に 使用され なければ ならない かに ついては 規定し ない。 どの 
タイ プの 両手 操作 制御装置 を 使わなければ ならない かにつ いても 規定し ない。 さらに， 両手 操作 制御装置 
と 危険 区域 間の 距離 を 規定し ない （9.8 参照)。 

この 規格 は， 両手 操作 制御装置の 評価， 機能 不良の 防止 及び 不具合の 回避 を 含む 両手 操作 制御装置の 設 
計 及び （リスク アセスメントに 基づく） 選択に 関する 要求 事項 及び 指針 を 提供す る。 また， この 規格 は， 
プロ グラマ ブル 電子 システム を 内蔵す る 両手 操作 制御装置の ための 要求 事項 及び 指針 を 提供す る （箇条 7 
参照)。 

この 規格 は， 使用す る エネルギー 源 は 問わず， 次 を 含む すべての 両手 操作 制御装置に 適用され る。 
一 機械の 統合 部分 又は 統合 部分で は な い 両手 操作 制御装置 
一 一つ 以上の 分離 要素から 構成され る 両手 操作 制御装置 

注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 13851:2002, Safety of machinerv ― Two-hand control devices ― Functional aspects and design 
principles (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (IDT) は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， 一致して いる こ と を 示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 （国際規格） は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 

る。 
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これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 
補 を 含む。） に は 適用し ない。 西暦 年の 付記がない 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
J1S 8 9700-1:2004 機械 類の 安全性 ― 設計の た め の 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 1: Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700- 2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則— 第 2 部： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 2: Technical principles (IDT) 
JIS B 9705-1:2000 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1:1999 Safety of machinery - Safety-related parts of control systems 
— Part 1 : General principles for design (IDT) 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： ISO 60204-1:1997 Safety of machinery -Electrical equipment of machines -Part 
1 : General requirements (MOD) 
JIS B 9715:2006 機械 類の 安全性 -人 体 部位の 接近 速度に 基づ く 保護 設備の 位置 決め 

注 言 己 対》 E 国際規格 ： ISO 13855:2002 Safety of machinery "Positioning of protective equipment with 
respect to the approach speeds of parts of the human body (IDT) 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， 次に よる。 

3.1 

両手 操作 制御装置 （Two-hand control device) 

危険が 存在す る 間に 機械の 運転 を 開始し， かつ， 運転 を 維持す るた めに， 少なくとも 両手に よる 同時 操 
作 を 必要と する 装置で， 機械 を 操作す る 人 だけの 保護 方策と なる もの。 
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V 

6 

記号の 説明 

1 入力信号 5 シグナル プロセッサ 

2 両手 操作 制御装置 6 出力 信号 

3 制御 操作 器 7 論理 ュニッ ト 

4 信号 変換器 

図 1 一両 手 操作 制御装置の 構成 図 



3.2 

入力 信 5 (Input signal) 

手に よって， 制御 操作 器に 入力され る 外部 操作 信号 （図 1 參 照）。 
3.3 

制 探 作 器 (Control actuating device) 

一方の 手からの 入力信号 を検 知し， それ を 信号 変換器に 伝達す る 両手 操作 制御装置の 構成 品 （図 1 参照)。 
3.4 

r 口」 時 探 作 （Simultaneous actuation) 

一方の 入力信号の 開始と， もう 一方の 入力信号の 開始の 間に タイム ラグが 存在す る 場合で， 同時 期 中の 
両方の 制御 操作 器の 連続 的な 操作 （図 2 参照)。 
3.5 

同期 ま栄 作 (Synchronous actuation) 

一方の 入力信号の 開始と， 他方の 入力信号の 開始 間の タイム ラグが 0.5 秒と 同等 又は それ 以下で ある 同 
時 操作 （図 3 参照)。 
3.6 

信号 変換器 (Signal converter) 

制御 操作 器からの 入力信号 を 受け， この 信号 を シグナル プロセッサが 受け入れ できる 形式に 変換 及び/ 
又は 伝達す る 両手 操作 制御装置の 構成 品 （図 1 参照）。 
3.7 

シグナル プロセッサ (Signal processor) 

二つの 入力信号の 結果と して， 出力 信号 を 生成す る 両手 操作 制御の 部分 （図 1 参照)。 
3.8 

出力 信 5 (Output sienal) 
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制御 される 機械 類 に 送られる， 両手 操作 制御装置 によって 生成され る 信号。 一対の 入力信号 に 基づいて 
いる （図 1 参照）。 、 
3.9 

応 "^B 寺 fei (Response time) 

制御 操作 器の 解放 と 出力 信号の 停止の 間の 時間 （9.8 参照) 。 
3.10 

可動 式 両手 操作 制御装置 （Mobile two-hand control device) 

移動 可能な 装置で あり， その 装置が 制御す る 機械の 危険 区域に 対して 相対的な 一か所 以上の 決められた 
位置で 使用され る もの。 

4 両手 操作 制御装置の タイプ 及び その 選択 

両手 制御装置の タイプ は， 表 1 の 三つと する。 表 1 は， 両手 操作 制御装置の それぞれの タイプの 安全性 
に関する 機能的 特性 及び 最低限の 方策 を 示す。 すべての 両手 操作 制御装置 は JIS B 9700-1, JIS B 9700-2 
及び JISB 9960-1 の 関連 部分に 適合し なければ ならない。 



表 1 一両 手 操作 制御装置の タイプ 及び 最低限の 安全 要求 事項の リスト 



要求 事項 


適用 箇条 


タイ プ 


I 


11 


III 


A 


B 


c 


IThj 手の 使用 （同時 操作） 


5.1 


X 


X 


X 


X 


X 


入力信号と 出力 信号 間の 関係 


5.2 


X 


X 


X 


X 


X 


出力 信号の 停止 


5.3 


X 




X 


X 




偶発的 操作の 防止 


5.4 




X 


X 


X 


X 


機能 不良の 防止 


5.5 


X 




X 


X 


X 


出力 信号の 再 開始 


5.6 


a) 




X 


X 


X 


同期 操作 


5.7 






X 


X 


X 


力 テ ゴ リ 1 の 使用 （丄 IS B 9705-1 :2000) 


6.2 


X 




X 






力 テ ゴ リ 3 の 使用 （丄 IS B 9705-1:2000) 


6.3 




X 




X 




力 テ ゴ リ 4 の 使用 （JIS B 9705-1:2000) 


6.4 










X 


X 印の 項目 を 適用す る。 

注 a) タイプ I の 選択に 関して は， 8.6 参照 



両手 操作 制御装置の タイプ （表 1 参照） の 選択 及び 設計 は， 次に よる。 
一 存在す る 危険 源 
- リスク アセスメント 
一 技術 使用の 経験 
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一 それぞれの 適用に 対し 特定し なければ ならない 他の 要因 [例えば， 偶発的 操作 及び 機能 不良の 防止 （箇 
条 8 参照）， その他の 条件 （JISB 9700-1:2004 の 4. 参照）]。 

注記 リスク アセスメント に関する ガイ ダンス は JIS B 9700-1 に 規定され， 詳細な ガイ ダンス は JIS B 
9702 に 規定され ている。 

5 安全 機能の 特性 

5.1 から 5.7 に 規定して いる 安全 機能の 特性 は， 表 1 に 従って 両手 操作 制御装置に 含まなければ な ら ない。 
5.1 両手の 使用 （同時 操作） 

両手 操作 制御装置 は， オペレータ が 両手 操作 制御装置 を 操作す るた め， 同時 期の 間 は そ れぞれ の 制御 操 
作 器に それぞれの 手 を 置き， 両手 を 使用し なければ ならない ように， 設計し なければ ならない。 これが 同 
時 操作で あり， 二つの 入力信号の それぞれの 開始 間の タイム ラグと は 独立の ものである （図 2 參 照）。 



5.2 入力信号と 出力 信号 間の 関係 

二つの 制御 操作 器の それぞれ による 入力信号 は， 二つの 入力信号が 入力され ている 限り， 両手 操作 制御 
装置からの 出力 信号 を 開始し， 維持し なければ ならない。 出力 信号の 形式 （例えば， チャンネルの 数， パ 
ルス， 波形に よる。） は それぞれの 場合の 設計 要求 事項に 従って， 変わっても よい。 その 形式 は， 機械 制御 
装置に よる 単一の 出力 信号と して， 常時 見なされ， 識別され なければ ならない。 
5.3 出力 信号の 停止 

一方の 又は 両方の 制御 操作 器の 解放 は 出力 信号の 停止 を 開始し なければ ならない。 
5.4 偶発的 操作の 防止 

偶発的に 制御 操作 器 を 操作す る 可能性 は 最小に し なければ な ら ない （箇条 8 及び 箇条 9 參 照)。 
5.5 機能 不良の 防止 




記号の 説明 



1 第 --の 手 
2 第二の 手 

3 ^？^ーの入カ信号の開始 
4 第二の 入力信号の 開始 



5 入力信号の 停止 

6 タイム ラグ 規定し ない • 同時 操作 

7 同時 操作の 期間 



図 2 — 同 時 操作の 入力信号 



；：；^^^作權法にょ り無断での複製， 転載 等は禁 されて おります。 
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両手 操作 制御装置の 保護 効果 は 容易に 機能 不良に 陥って はな ら ない （箇条 8 及び 箇条 9 参照)。 
5.6 出力 信号の 再 開始 

出力 信号の 再 開始 は 両方の 制御 操作 器 を 解放した 後に だけ， 可能で なければ ならない。 
5.7 同期 操作 

5.7.1 出力 信号 は， 両方の 制御 操作 器が 0.5 秒 以下の タイム ラグで 操作され る 場合に だけ 生成され なけれ 
ばなら ない （図 3 参照）。 



5.7.2 両手 操作 制御装置 は， 制御 操作 器 双方が 道程に 対する 特定の 空間 的 要求 事項 を 満足す る 場合に だけ 
出力 信号 を 生成 し な ければ な ら ない。 

5.7.3 制御 操作 器が 同期に 操作され ない 場合， 出力 信号の 生成 は 防止され なければ ならない。 また， 両方 
の 制御 操作 器 を 解放す る こ と， 及び 両方の 入力信号 を 再 入力す る ことが 必要で なければ ならない。 

注記 一台の 鐵械を 操作す るた め に 二つ 以上の 両手 操作 制御装置 カ喷用 される 場合， 同期 操作 は そ れ 
ぞれの 両手 操作 制御装置 内に だけ 要求され， 両手 操作 制御装置 間で は 要求され ない。 

6 制御の カテゴリに 関連す る 要求 事項 
6.1 カテゴリの 選択 

故障の 場合に おける 両手 操作 制御装置の 部品の 挙動 は， JIS B 9705-1:2000 (表 2 参照） の 選択 カテゴリ 
に 従わなければ ならない。 

両手 操作 制御装置の 制御 に関する カテゴリ は， 機械 制御 シス テ ム の 安全 関連 部の 制御に 関す る カテゴリ 
より 低くて はならない （JISB 9705-1:2000 参照）。 
附属 書 B は 両手 操作 制御装置の タイプと J1S B 9705-1:2000 による カテゴ リ の 間の 関係に ついて 記載 し て 

いる。 




時間 t 



記号の 説明 
I 第一の 手 
2 第二の 手 

3 第一の 入力信号の 開始 
4 第二の 入力信号の 開始 



5 入力信号の 停止 

6 タイ ムラ グ^ 0.5 秒 • 同時 操作 

7 同時 操作の 期間 



図 3 — 同 期 操作の 入力信号 



^作 梅 法に よ り 無断での 複製， fftitf^ は 禁止され ております。 
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6.2 カテゴリ 1 の 使用 

少なく とも JISB 9705-1:2000 の カテゴリ 1 に 従った， 十分 吟味され た 安全 構成 品 及び 安全 原則が， タイ 
プ I 及び タイプ IIIA の 両手 操作 制御装置に 使用され なければ ならない。 

注記 高い 信頼性 及び 高い 利用 性 を 達成す るた めに， 十分 吟味され た 安全 構成 品 及び 安全 原則が 両手 
操作 制御装置の すべての タイプに 関して 使用され る こと を 推奨す る 。 
6.3 カテゴリ 3 の 使用 

6.3.1 リスク アセスメントが 単一 不具合の もとでの 安全性の 要求 事項 を 示した 場合， タイ プ II 及び タイ プ 
[UB の 両手 操作 制御装置 は カテゴリ 3 (J1S B 9705-1:2000)， 及び 6.3.2， 6.3.3, 並びに 6.3.4 に適合しなけれ 
ばなら ない。 

6.3.2 両手 操作 制御装置の 単一 不具合 は， 安全 機能の 喪失に つながって はならない。 

6,3.3 両手 操作 制御装置 は， 単一 不具合の 結果と して 片手 操作 制御装置に 変わって はならない。 

6.3.4 出力 信号 は， 単一 不具合の 結果と して 生成され て はならない。 

注記 これらの 要求 事項 は， すべての 不具合が 検出され ると いう こと を 意味して いない。 結果と して， 

未 検出の 不具合の 蓄積が 安全 機能の 喪失 及び 両手 操作 制御装置の 意図し ない 出力に つながる 場 

合が ある。 
6.4 カテゴリ 4 の 使用 

6.4.1 リスク アセスメント が 自動 監視の 要求 事項 を 示 し た 場合， タイ プ inc の 両手 操作 制御装置 はカテ ゴ 

リ 4 (JISB 9705-1:2000) 及び， 6.3， 6.4.2, 6.4.3, 並びに 6.4.4 に 適合し なければ ならない。 
6.4.2 単一 不具合 は 安全 機能の 次の 動作 時 又は 動作 前に 検出され なければ ならない。 
6.4.3 単一 不具合の 発生 後， 出力 信号の 再 開始が 可能であって はならない。 

6.4.4 単一 不具合 発生 時に 生成され る 出力 信号 は 継続す る 場合が あ る が, 片方の 又は 両方の 入力信号が 停 
止した 時， 出力 信号 は 消滅し なければ ならない。 もし 単一 不具合 カ收 出で きない 場合， 不具合の 組合せが 
安全 機能の 喪失に つながって はならない。 

7 プログラマ ブル 電子 システムの 使用 

プロ グラマ ブル 電子 シス テ ム （PES) が 両手 操作 制御装置の 機能的 特性 を 達成す るた め に 使用 される 場 
合， PES の ハード ゥヱァ 及び ソフト ゥヱァ の 安全 要求 事項 は， リスク アセスメントに 従って その 妥当性 を 
確認し なければ ならない。 

設計され た 機能的 特性が むやみに 変更で きないと いう こ と を 確実に する ために， PES の ハー ドウ ヱァ及 
び ソフトウェアに， 確固と した 手段が 提供され なければ ならない。 

タイ プ iiiB 及び タイプ nic の 両手 操作 制御装置の 出力 信号 は， 機械 制御システム に対して 単一 チャン ネ 

ル の PES だ け で 生成 及 び 送信 されて はならない。 

注記 この 分野に おける ガイダンス を 提供す る 文書 リスト は， 参考文献で 示して ある。 

8 偶発的 操作 及び 機能 不良の 防止 
8.1 共通の 考慮 

両手 操作 制御装置の 制御 操作 器 は， 特定の 用途に 関する リスク アセスメント に 従って， 両手 操作 制御 装 
置の 保護 効果が 容易に 機能 不良に ならない よう に， 及び 偶発的 操作の 可能性が 最小限になる よ う に， 設計 
及び 配置し なければ ならない。 

片手 だけの 使用， 片手 及び Z 又は 人体 部位の 可能な 組合せ， 及び Z 又は 機能 不良 を 許す 単純な 補助 品の 



：：；！^作権法にょ り無断での複製， 載 等 は 禁止され ております。 
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使用 を 考慮し， 危険 状態に ある 間， 危険 区域に 到達す る こと を 不可能に しなければ ならない。 偶発的 操作 
(例えば， オペレータの 衣服に よる。） は 同様の 方法で 考慮され なければ ならない。 

単純な 補助 品 は， 例えば， ブリッジ， コード 及び テープで ある。 非対称の 操作 方向， カバー， 形状 等の 
選択 は， 機能 不良の 可能性 を 最小に しなければ ならない。 二人で 操作す る 両手 操作 制御装置で， 各々 の 手 
がー 本ず つ 空 く 可能性が ある 場合 は， 同期 操作 を 使用す る こ と に よって 解決で きる。 
注記 "機能 不良" からの 総合的な 保護 は 不可能で ある。 

8.2 から 8.6 は， 機能 不良が 可能になる ような 個々 の やり方 を， 防止の ための 予防策と ともに 示す。 考慮 
しなければ ならない 機能 不良と なるやり 方 は， 両手 操作 制御装置の 設計， 操作 条件， 両手 操作 制御装置の 
附属 品 並びに 位置 決めの 方法 及び 特定の 安全 距離の 要求 事項 等に よってい る。 

8.7 は 偶発的 操作 を 防止す る 幾つかの 方法 を 示す。 

リス ト アップされ ている 予防策 はこの 規格に 適合す るた めに， 単一で 又は 組み合わせて 要求され る 場合 
が ある。 最も 一般的な 設計 タイプに 適用し なければ ならない 試験 手順 は， 10.5 による。 両手 操作 制御装置 
の 他の 設計に ついては， これら 試験 手順が 適用で きる 場合 又は 適用で きない 場合が ある。 これらの 場合， 
その 両手 操作 制御装置の 危険 源 分析 及び 起こ り 得る 使用 及び Z 又は 誤 使用に 関する リス グ アセス メ ン ト を 
実行し なければ ならない。 また， 適切な 方策が この 規格に 適合す るた めに 採用され なければ ならない。 
8.2 片手の 使用に よる 機能 不良の 防止 

片手の 使用に よる 機能 不良 を 防止す るた めの 方策が 備えられなければ ならない。 適切な 方策の 例 は 次に 
よる。 

一 制御 操作 器 は， 少なく とも 260mni (機器の 内 寸法） 分離す る。 

一 制御 操作 器が シール ド 周囲で 少な く と も 260 mm の 距離で 分離され る よ う な 方法で 設計され た 制御 操 
作 器 間に， 一つ 以上の シール ド 又は 突起 面 を 備える。 

8.3 同一の 腕の 手と ひじ （肘） の 使用に よる 機能 不良の 防止 

同一の 腕の 手と ひじ を 使用す る ことによ る 機能 不良 を 防止す る 方策が 備えられなければ ならない。 
適切な 方策 例 は 次に よる。 

一 内 寸法で 少な くと も 550 mm の 制御 操作 器の 分離。 人間工学 的 理由 によって， こ の 距離 は 600 mm を 
超えない ほうがよ い。 

一 同時に， 同じ 腕の ひじと 指先で 触れる ことができな いような 方法で 設計され た 制御 操作 器 間で， 一つ 

以上の シールド 又は 突起 面 を 備える。 
一 制御 操作 器 を ひじで 操作す る こ とがで きないよ うな 方法で 設計され た カバー を 備える。 
一 操作が 異なる 種類の， 及び/又は 操作 方向の 異なる 制御 操作 器 
8.4 両前 腕 又は 両 ひじ （肘） の 使用に よる 機能 不良の 防止 

前腕 及び Z 又は ひじ を 使用す る ことによって 結果と して， 危険 源から 手までの 距離が 要求され る 安全 距 
離より 短い 場合， 前腕 及び Z 又は ひじ を 使用す る ことによ る 機能 不良 を 防止す る 方策が 備えられなければ 
ならない。 

適切 な 方策 は， 制御 操作 器が 前腕 及び Z 又 は ひ じ で 操作 される ことができ ないよう に 設計 さ れた カバー 

及び/又は カラー を 使用す る ことで ある。 

8.5 片手と 人体の 他の 部位 [例えば， ひざ （膝)， 腰] の 使用に よる 機能 不良の 防止 

片手と 他の 人体 部位 を 一緒に 使用す る ことによ る 機能 不良 を 防止す る 方策が 備えられなければ ならない。 
適切な 方策の 例 は 次に よる。 



：；!^ 作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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- 床 又は 接近 用 レベルの 上方で 少なく と も 1 100 mm の 位置に ある 水平面 又は 水平に 近い 面に 制御 操作 

器 を 配置。 これ は 腰に よる 操作 を 防止す る こと を 意図して いる。 
一 垂直 又は 垂直に 近い 面に 取り付ける 場合， 制御 操作 器の 周囲の 保護 カラー を 備える。 

一 制御 操作 器が 片手と 他の 人体 部位で 操作す る ことができな いような 方法で 設計され た カバー 及び 7 又 
は シールド を 備える。 

8.6 片方の 制御 操作 器 を 操作 状態に する こ と による 機能 不良の 防止 

片方の 制御 操作 器 を 操作 状態の まま にす る ことによ る 機能 不良 を 防止す る 方策が 備えられなければ な ら 
ない。 

この 機能 不良の やり方に よって， 両手 操作 制御装置が 片手 制御 を 引き起こす。 また， その 操作 状態に さ 
れた 操作 器に よって 入力信号が 恒久的に 生成され る 場合が ある。 結果と して， 両手 操作 制御装置の 出力 信 
号が 片手 使用 だけで 生成す る， という こと を 許容す る 場合が ある。 この 機能 不良の やり方 を 防止す るた め 
の 適切な 方策 は 次に よる。 

一 片手に よる 次の 操作の ための 出力 信号の 再 開始 を 防止す るた めに， 両手 操作 制御装置の 設計 段階で 再 

開始の 特性 を 取 り 入れる こ と が 必要で なければ ならない （5.6 参照)。 
一 片手に よる 最初の 起動 を 防止す るた めに， 両手 操作 制御装置の 設計 段階で 同期 操作の 特性 を 取り入れ 

る ことが 必要で なければ ならない (5.7 参照)。 

注記 タイプ I の 両手 操作 制御装置の 選択が 考慮され る 場合 はいつ でも， 同期 操作 及び 再 開始の 特性 
を 無視で きる かどう か を 決定す るた めに， 注意 深く リスク アセスメント を 実行す る ことが 重要 
である。 
8.7 偶発的 操作 

両手 操作 制御装置の 偶発的 操作の 可能性 を 最小化 し なければ な ら ない。 

8.2 から 8.6 で 示される 方策 は， 偶発的 操作 を 最小化す るのに 役立つ。 偶発的 操作 を 防止す る 他の 適切な 

方策 は 次に よる。 

一 機械的 制御 操作 器に 対し， 必要と される 力 及び 移動 量の 観点より， あらかじめ 決めた 操作の 必要性 
一 非 機械的 制御 操作 器 （例えば， 光電 装置， 静電容量 装置） に 対し， あらかじめ 決めた 操作 だけ を 許容 
す る 検知 レベルの 必要性 

9 一般 要求 事項 

9.1 人間工学 要求 事項 

人間工学 的に よい 原則 （EN 894-3 参考） と， 機能 不良 又は 偶発的 操作 を 防止す るた めの 両手 操作 制御 装 
置の 設計 方法との 間に は， 時々， 互いに 相 いれない 場合が ある （例えば， 開口部の 寸法と ある 操作で 手袋 
の 着用が 必要で ある こ と。）。 

安全性 を 達成す るた めの 手段 及び 方策 は， 次の間の バランス を 反映す る 必要が ある。 
一 人間工学 的に よい 原則に 従う 必要性， 及び 
一 機能 不良 及 び 偶発的 操作 を 防止す るた めの 方策 を 備える 必要性 

この バランス は 特定の リ ス ク に 対 して 適切 な 安全性 を 提供 し な ければ な ら ない。 
9.2 操作 条件 及び 環境 影響 

両手 操作 制御装置の 部品 は， 予測され る 操作 ストレスに 耐え， 関連す る 規格の 要求 事項 （例えば， 開閉 
容量， 開閉 頻度） 並びに 予測され る 環境 影響 (例えば， 振動, 衝撃， 温度， 異物， 湿度， オイル， 電 磁界) 
を 取り扱う 関連 規格 を 満足す るよう な 方法で 選択し， 据 付けし， 組み合わせなければ ならない。 



著作権法 により 無断での 複製， 転戦 等 は禁. lb されて お り ます。 
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9.3 ェン クロージャ 

9.3.1 ェン クロージャ 及び その 取 付け は， 予想され る 操作 ストレス 及び 周 圏 ストレスに 耐える ように 設計 
しなければ ならない。 

9.3.2 角 部， 端 部 等 は， 傷害 を 回避す るよう に 丸く する 力 \ 面取り をし なければ ならない。 

9.3.3 着脱 又は 開閉 を 意図した カバ一 及び 部品 は， 工具 を 使用す る ことによって だけ 着脱 可能と する か 又 

は 開閉 可能 となる よう に 構成 し な ければ な ら な い。 

9.3.4 ェン クロージャが スタン ドの 上に 取り付けられる 場合， スタン ド はェン クロージャ 及び 床に しっか 
り と 取り付ける ための 器具 を 備えなければ ならない。 取 付 具 は 拘束 形で なければ ならない。 
9.3.5 ァ クチ ユエ 一夕 解放 後 危険 状態が ある 場合， オペレータが 危険 区域に 到達で きないよ うに， ェンク 
ロージャ は 位置 決めされ， 取り付けられなければ ならない （9.8 及び 12.2 参照）。 

9.3.6 制御 操作 器 を 支持 している ェン クロージャ 力? 整 可能な 場合， 所定の 位置で 口 ック する た めの 手段 
を 備えなければ ならない （可動 式 両手 操作 制御装置 に関して 9.7 参照）。 
9.4 制御 操作 器の 選択， 設計 及び 据 付け 

9.4.1 制御 操作 器 は， 過度の 疲労 (例えば， 無理な 姿勢， 不適切な 動き， 高い 操作 力） がか かる ことなく 
操作 可能な ように 選択， 設計， 配置 及び 据付 けしなければ ならない （EN お 4-3 参考)。 
9.4.2 制御 操作 器 は 赤であって はならない。 

注記 電気 式 両手 操作 制御装置 に関して は， JISB 9960-1:1999 参照。 
9.4.3 制御 操作 器 は， 他の 部分 を 押しつ ぶす 又は せん 断す る 部分 を 形成 して はならない。 
9.4.4 両手 操作 制御装置， 関連す る 機械の 制御システム， 及び それらの 相互 接続 は JIS B 9705-1:2000 に 
従った カテ ゴ リ に 一致 し な ければ な ら ない。 
9.5 加速度に よる 意図し ない 出力 信号の 防止 

両手 操作 制御装置に 伝えられる 加速度に よって 引き起こされる 予見 可能な 力が 出力 信号 を 引き起こ して 
はならない （例えば， 転倒， 偶発的 衝撃， 又は ショック 荷重 等)。 
9.6 可動 式 及び 携行 式 手持ち 機械の 意図し ない 操作 

9.6.1 両手 操作 制御装置 は， それが 制御す る 可動 式 及び/又は 携行 式 手持ち 機械の 通常の 取极 いに よる 意 

図 し な い 操作 を 防止す るよう に 設計し なければ ならない。 

9.6.2 機械の 危険な 運動 を 起動す るた めの 入力信号 を 与える ために， 制御 操作 器の 分離 及び 異なる 動作が 
要求され るよう に， 両手 操作 制御装置 は 設計され なければ ならない。 

注記 1 分離した ハンドルでの 二つの 操作 制御器の 準備 は， これらの 操作 方法が 異なった もので なけ 
れば， この 要求 事項 を 満足し ない。 

注記 2 制御 操作 器の 一つに 対する 自動 ロックアウト 器具の 準備 は， より 高い 保護 を 提供す る。 
9.7 可動 式 両手 操作 制御装置 

9.7.1 可動 式 両手 操作 制御装置の ァ クチ ユエ 一夕 及び それ を 支持す るェン クロージャ は， 通常の 使用で 安 
定 していなければ ならない （J1SB 9700-2 参照）。 

注記 これ は 質量 力ぶ 大きい 場合 又は 他の 適切な 手段 を 含む ことによって 達成で きる 場合が ある。 
9.7.2 可動 式 両手 操作 制御装置 は， 操作 するとき， 動き を 防止す るよう な 手段 を 備えなければ ならない。 

注記 これ は 質量が 大きい 場合， ロックで きる ホイール によって 又は 他の 適切 な 手段 を 含む ことによ 
つて 達成で きる 場合が ある。 



普 作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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9.7.3 制御 操作 器と 危険 区域 間に 要求され る 安全 距離 を 維持し， 及び チェ ッ ク する ための 器具が 利用 可能 
でなければ ならない （9.8 及び 12.2 参照） （例えば， 距離 を 維持す るた めの ディスタンス リングに よる。 図 
4 参照）。 



記号の 説明 

1 ディスタンス リング 

図 4 一 ディスタンス リング 付き 可動 式 両手 操作 制御装置の 例 

9.7.4 パイ プ， ケーブル 及び 接続 部 は， 9.2 及び 9.4.4 を 考慮して 損傷に 対する 保護 をし なければ ならない。 
9.8 安全 距離 

制御 操作 器と 危険 区域 間に 要求され る 安全 距離 (JIS B 9715:2006 の 最小 距離 参照） を 計算す るた めに， 
次 を 考慮し なければ ならない。 
- 手 7 腕の 速度 （JISB 9715:2006 參照） 

一 両手 操作 制御装置の 形状 及び 配置 
一 両手 操作 制御装置の 応答 時間 

一 両手 操作 制御装置の 出力 信号の 停止に 従って， 機械 を 停止させる， 又は 危険 源 を 除去す るた めに 係る 
最大 時間 

- 機械の 意図す る 使用 （JISB 9700-1:2004 参照） 

- 関連す る タイプ 。規格 

10 検証 

10.1 検証の ための一 般 要求 事項 

リスク アセスメント によって 同定され る 両手 操作 制御装置の 明白に なった 要求 事項 は， 設計の 理論的 査 

定 及び 実際の 試験に よって 検証し なければ ならない。 検証 手順の 要約 を 表 2 に 示す。 これらの 手順 は 機能 
特性 を 含め， 両手 操作 制御装置の 安全 要求 事項 を 検証す る こと を 意図して いる。 




著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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表 2 — 検証 手順 



箇条 


安全 要求 事項 


手順 


備考 


目視 検査 


性能 

チェック 


計測 


一 般 


9.2 


橾作 条件 及び 

コ木 1 1 1 1 /人 リ 




X 


X 


関連 規格 適用 


9.3 


ェン クロージャに 関 
する 要求 事項 


X 


X 




型式 試験に よる 


9.4 


制御 操作 器の 選択， 
設計 及び 据 付け 


X 


X 


X 




9.5 


加速度に よる 意図し 
ない 出力 信号 




X 


X 




9.6 


意図し ない 制御 操作 


X 


X 




可動 式 及び 携行 式 手持ち 機械の ため 


9.7 


安定性 




X 




可動 式 両手 操作 制御装置の ため 


9.8 


応答 時間 






X 
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マーキング 


X 








機能 特性 


5.1 


両手の 使用 （同時 操 
作） 


X 


X 








入出力 信号の 関係 




X 






5.3 


出力 信号の 停止 




X 






5.4 


偶発的 操作 


X 


X 


X 


箇条 8 の 方法の 使用 




機能 不良 


X 


X 


X 


10.5 を 適用す る ことによ る 


5.6 


出力 信号の 再 開始 




X 




リセ ッ ト チェック 


5.7 


同期 操作 






X 




6.2 


カテゴリ 1 


X 






確認す る こ とに よる 


6.3 


カテゴリ 3 




X 


X 


不具合 シミ ユレ ーシ ヨンに 関して は 

10.3 参照 


6.4 


カテゴリ 4 




X 


X 


不具合 シミ ユレ一 シ ヨンに 関して は 

10.3 參照 


X 印の 項目 を 適用す る。 



検証 手順 は， 両手 操作 制御装置 自体に 限定して 規定して いるものであって， 両手 操作 制御装置が 接続 さ 
れ ている 機械 類の 制御システムで 起こ り 得る 影， について は 考慮に 入れて いない。 結果 的に 両手 操作 制御 
装置の 設計で 要求が あ るよう な 機械の 制御システムからの フィ ード バック 信号 は， シミュレーション しな 
ければ ならない。 

考慮し なければ ならない 検証 手順 は， 両手 操作 制御装置の 設計， 両手 操作 制御装置の タイ プ， 操作 条件， 
両手 操作 制御装置の 附属 品 並びに 位置 決めの 方法， 及び 特定の 安全 距離の 要求 事項 等に 依存す る。 これら 
の 検証 手順 は視認 検査， 性能 チェック， 計測 及び 理論的 査定 を 含む。 この 規格 は 試験 手順， 特に "機能 不 
良" についての ガイダンス を 与える。 ただし， 詳細な 試験の 方法論に ついては 規定し ない。 

設計者 及び Z 又は 製造業 者 は， 両手 操作 制御装置が 設計 仕様に 適合して いると いう こと を 実証す るた め 
に 検証 及び Z 又は 型式 試験 を 行う 装置 を 準備し なければ ならない。 

これらの 仕様に 関する 要求 事項 は， 規格 （例えば， JIS B 9960-1:1999) で， 又は 規格が 存在し ない 場合 



う;!^ 作 桶 法に よ り 無断での 複製， f[E 載 等 は 禁止され ております。 
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は 設計者に よって 示されても よい。 
10.2 目視 検査 

目視 検査 は， 両手 操作 制御装置の 特定 タイプに 要求され る 特性 を 物理的 試験に よって 検証す る ことで あ 
り， 表 2 に 示す 項目に 適用し なければ ならない。 

十分 吟味され た ものと し て 使用 される 構成 品 は， 製造業 者に よ つて 明確に 特定され な ければ な ら ない。 
10.3 性能 チェック 

性能 チェック は， 両手 操作 制御装置の 操作の 特定 タイプに 要求され る 特性 を 検証す る ことで ある。 不具 
合 シミュレーション は， 両手 操作 制御装置 設計の 不具合 分析に 基づいて いる。 それに は タイプ II， タイプ 
iiiB 及び タイプ nic のた めの， すべての 安全 関連 不具合の シミュレーション を 含む （表 1 及び 表 2 参照）。 
10.4 計測 

計測 は， この 規格の 要求 事項に 適合す るた め， 設計者に よって 特定され た 形状， バイナリ 信号， 機械的 
特性 及び 時間 を 検証す る ことで ある。 

10.5 機能 不良の 防止 

機能 不良 を 防止す るた めの 計測 試験 は， 附属 書 A (規定） に 示す。 

最も 一般的な 設計 タイプに 対して， 計測 試験の 幾つか 又は すべてが 適用され なければ ならない （箇条 8 
参照）。 

幾つかの 計測 試験 は 相互に 他の 計測 試験の 中に 含まれたり， また， ある 計測 試験 は 互いに 補完す る 関係 
にある ので， 両手 操作 制御装置の 意図す る 使用 及び 形状に よって 附属 書 A のどの 計測 試験が 必要と される 
力、 を 示す。 

これら 試験の 組合せ は 片手 だけ， また， 片手と ひじ， ひざ， 腰， 太 また （股） 又は 腹部 を 使用す る こと 
による 機能 不良 を 防止す る こと を 意図して いる。 



11 マーキング 

11.1 JIS B 9700-2:2004 の 6.4 の 要求 事項に 従わなければ ならない。 

11.2 この 規格に 適合す る 両手 操作 制御装置 は， 機械の 統合 部分で はない 場合， 次の 詳細 を 明白に 及び 耐 
久性を もって ラベル をち よう （貼） 付し なければ ならない。 
一 製造業 者 及び/又は 責任の ある 供給者の 名前 及び 住所 
一 製造 モデル 又は 型番 
一 製造番号 及び 製造年月日 

一 この 規格の 箇条 4 及び 表 1 に 従った 両手 操作 制御装置の タイ プ 及び この 規格 番号 及び その 年号 



例 



JIS B 9712:2006 タイ プ IIIC 



- 3.9 に 定義され る 両手 操作 制御装置の 応答 時間 

- 電気 式 両手 操作 制御装置の 場合， 適切な 定格 情報 （JISB 9960-1:1999 参照）。 

一 空圧， 機械的 及び 他の 非 電気 的 両手 操作 制御装置の 場合， 操作 圧力 及び ズ 又は 他の 関連 情報。 

11.3 両手 操作 制御装置が 二つ 以上の 分離した ユニットで 構成され ている 場合， 少なくとも 一つの ュニッ 

トは 11,2 で 要求され るよう に マーキングし なければ ならない。 これらの ユニット は 同じ 両手 操作 制御装置 

の 部分と して 特定す る こ とがで きる ような 方法で それぞれ マーキングされ なければ ならない。 



^作 権 法に よ り 無断での 複製， 転 itt^ は 禁止され ております。 
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11.4 この 規格に 適合す る 両手 操作 制御装置 は， 機械の 統合 部分で ある 場合， 機械 上に 少なくとも 両手 操 
作 制御装置の 夕 ィ プ 及び こ の 規格の 番号 を マーキン グ し な ければ な ら ない。 両手 操作 制御装置の ための 他 
の 指示 事項 及び 技術 データ は 機械の 取扱説明書で 示さな ければ な ら ない。 

注記 この マーキング は メインの 機械 マーキング 板 又は 制御 操作 器に 近接して ちょう （貼） 付しても 
よい。 

11.5 両手 操作 制御装置の 構成 品 は， 必要な 場合， 保全 及び/又は 修理 目的の ために， 特定 可能で なけれ 
ばなら ない。 

12 据 付け， 使用 及び 保全 上の 情報 
12.1 情報に 関する 規定 
JIS B 9700-2:2004 の 6.5 の 要求 事項に 従わなければ な ら ない。 

情報 は， 製造業 者 又は その 代理人に よって 機械 を 使用す る 国の 言語で， 両手 操作 制御装置の 据 付け， 使 
用 及び 保全に 関して， 提供し なければ ならない （JiSB 9700-2:2004 の 6. 參 照）。 

情報 は 図面， ダイヤグラム， 表 及び Z 又は 文字情報の 形式で 提供 されても よい。 
12.2 据 付けの ための 指示 事項 

両手 操作 制御装置 力 «械 の 統合 部分で な レ 3 場合， 次の 情報が 提供 さ れな ければ な ら ない。 
― 物理的 寸法 

一 必要な スペース， 例えば， 据 付け， 検査， 保全 等の ため。 
― 取 付け 

一 要求され る 安全 距離の 決定 方法に 関する 説明 （9.8 參照） 
― 応答 時間の 値 

― 要求され る 特性。 両手 操作 制御装置 と 機械 制御 シス テ ムの 関連す る 安全 関連 部 と の 間の 正確な 相互 作 
用 及び 相互 接続の ための JIS B 9705-1:2000 による カテゴ リ 選択の ための ガイ ダンス を 含む。 

― 供給 ライン 及び 相互 接続 ラインの サイズ 及び タイプ （例えば， ケーブル， 固定 又は フレキシブル パイ 
プ 及び それらの 推奨 配置） 

― 保護 装置 （例えば， ヒューズ 又は 減圧 バルブ） 

- 最初の 起動 手順の ための 指示 事項 

一 調整 及び セッティングの 指示 事項 

- 両手 操作 制御装置 及 び 機械 制御 システムの 関連 部分が 正 しく 動作して いると いう こと を 検証す るた め 

の 試験 手順。 
一 意図す る 使用の 制限 
― 予見 可能な 誤 使用に 対する 準備 
12.3 使用の ための 指示 事項 

指示 事項 は， 両手 操作 制御装置が 正しく 及び 安全に 使用で きる ように 明りよう （瞭） で， かつあいまい 
でない 言語で 提供し なければ ならない。 

絵， ダイヤグラム， 記号 及び 形状 を 適切な 部分で 使用し なければ ならない。 

使用の ための 指示 事項 は， 正しい 機能 性 を 検証し， 機能 不良 を 発見で きる ような 情報 を 提供し なければ 
ならない。 

12.4 保全の ための 指示 事項 

保全の ための 指示 事項 は， 次 を 含まなければ ならない。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 尊 は 禁止され てお り ます。 
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― 保全 及び 修理に 関する 必要な 情報 （適切な 場合， 指示 事項に 図面 及び 回路図 を 含まなければ ならな 
い。）。 

- 保全 及び/又は 修 a のた めの スケジュールの 一環と しての 適切な 安全の ための 指示 事項 
― 系統的な 保全の ための スケジュール 
—部品 リスト 

- 図形， 図面 及び 記述に よる 両手 操作 制御装置の 部品の 明りよう （瞭） な 指示 



：: ぉ作欐 法に よ り ま爾 での 载等は 禁止 さ れて お り ま す。 
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附属 書 A 
(規定） 

機能 不良 防止の ための 計測 試験 

この 附属 書 は， 機能 不良 防止の ための 計測 装置に ついて 規定す る。 

A.1 —般 

A.2 から A.5 の 計測 試験 は， 箇条 8 で 要求す る 計測 を 検証す るた めに， 10.5 で 要求す る 試験で ある。 図 

A.1 から 図 A.12 は， 機能 不良 防止の ための 規定で 示す 原則 を 図解した もので あり， 両手 操作 制御装置の 設 

計の ために 要求され る 詳細の すべて を 表して いる わけで はない。 

A.2 片手の 使用に よる 機能 不良の 防止 （8.2 参照） 

A.2.1 260 mm 以上の 距離に よ る 制御 操作 器の 分離 （図 A.1 参照） 



^260 mm 




図 A.1 — 距離に よる 分離 



A.2.2 —つ 以上の シール ド 又は 突起 面に よって， 指と 指の 間 を 表す 260 mm のコ一 ドの 両端で 制御 操作 器 
に 触れる こ とがない よう な 方法で 設計され た 制御 操作 器の 分離 （図 A.2 參照） 




記号の 説明 
1 コード 

図 A.2 — 突起 面に よる 分離 

A.2.3 260 mm のコー ドの 両端で 制御 操作 器に 触れる こ と がない よ う な 方法で 設計され た 力 ラ 一及び 取 付 
方向に よ る 制御 操作 器の 分離 （図 A.3 参照） 



著作 梅 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 




A.3 同一の 腕の 手と ひじ （肘） を 使用す る 機能 不良の 防止 （8.3 参照) 

A.3.1 550 mm 以上の 距離に よ る 制御 操作 器の 分離 （図 A.4 参照） 



^550 mm 




図 A.4 — 距離に よる 分離 



A.3.2 直径 5 mm を 超えない 長さ 300 mm の 剛性の ある 棒と それに 取り付けた 250 mm の コード で 構成 さ 
れる 計測 器の 両端が， 一つ 以上の シールド 又は 突起 面 を 介在させる ことによって 制御 操作 器に 同時に 触れ 
る ことができ ないよう 設計され た， 制御 操作 器の 分離。 棒 は 前腕 を， コード は 手 を 意味し， すべての 可能 
な 操作 位置で 適用 しなければ ならない （図 A.5 參照) 。 




；き 作赚 により 讀での *C 義， 義載等 は 禁止され てお り ます。 











66 mm 




1 50 mm 



図 A.7 — 試験 用 円す い （錐） の 寸法 

A.3.4 異なった タイ プ 及び/又は 操作 方向 を もつ 制御 操作 器 （図 A.8 及び 図 A.9 参照） 

図 A.8 の 構成に 関して は， コード， 棒 （図 A. 5 参照） 及び カラーの ための 試験 用 円す い （錐） （図 A.6 
及び 図 A.7 参照） も 使用。 

図 A.9 の 構成に 関して は， コード， 棒 （図 A.5 参照） 及び カラー 並びに シールドの ための 試験 用 円す い 
(錐） （図 A.6 及び 図 A.7 参照） も 使用。 
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A.3.3 操作 側から ひじ を 表す 試験 用 円す い （錐） （使用方法 は， 図 A.6 参照） の 先端 部分で 制御 操作 器の 
操作 をで きないよ うに， 操作 側 及 び 反対側 か らの 接近 を 制 限す るよう 設計 さ れた シ 一 ル ド による 制御 操作 
器の 分離。 試験 用 円す い （錐） の 寸法 は 図 A.7 に 従わなければ ならない。 




図 A.6 — 試験 用 円す い （錐） の 使用 




EE qp 



作擴 法に よ り 讓で办 ac 黼， <i«rtfu; 禁止 されて おります。 



19 

B 9712 ： 2006 (ISO 13851 ： 2002) 




図 A.9— カラ一， シールド 及び 操作 方向に よる 分離 



A.4 前腕 （複数） 又は ひじ （肘） （複数） の 使用に よる 機能 不良の 防止 （8.4 参照） 

制御 操作 器 を 前腕 及び 7 又は ひじ によつ て 操作で きないよ う に 設計 さ れた シール ド （図 A.10 参照) 
図 A.10 の 構成に 関して， 試験 用 円す い （錐） を 使用 （図 A.6 及び 図 A.7 参照） 




図 A.10 — シールド による 分離 



A.5 手 及び 他の 人体の 部位の 使用に よる 機能 不良の 防止 （8.5 参照） 

A.5.1 床 又は 接近 用 レベルの 上方で 少な くと も 1 100 mm の 位置に ある 水平面 又は 水平に 近い 面に 制御 操 
作 器 を 配置 （図 AJ1 参照)。 



* 作 権 法に よ り 無断での 製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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図 A.ll — 位置に よる 機能 不良の 防止 



A.5.2 制御 操作 器の 周 匪1 の 保護 カラー 及び Z 又は シール ドを もつ 垂直 又は 垂直に 近い 面に 制御 操作 器 を 
配置 （例えば， 図 A.9 及び 図 A.12 参照)。 

図 A. にの 構成に 関して， コード， 棒 （図 A.5 参照） 及び カラーの ための 試験 用 円す い （錐） （図 A.6 及 
び 図 A.7 参照） も 使用。 




図 A.12 — 力 ラー 及び 位置に よる 分離 



A.5.3 カバ一 及び Z 又は シールド （図 A.10 参照) 



^作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 B 

(参考） 

両手 操作 制御装置の タイプに おける カテゴ リ 
(JISB 9705-1:2000 による） の 使用 



この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 



力 テ ゴ リ 


要求 事項の 要約 
(J1S B 9705-1:2000 の 6. 参照） 


兩手 操作 制御装置 
の タイプ 


B 


構成 部分 制御システムの 安全 関連 部 及び Z 又は 保護 設備 は予 
想され る 影響に 耐える ように， 関連 規格に 従って 設計， 製造， 選 
択， 組立， 組み合わされる こと。 






B の 要求 事項が 適用され る こと。 

十分 吟味され た 構成 部分 及び 安全 原則 を 用いる こと。 


I 及び IIIA 




B の 要求 事項が 適用 される こと。 

十分 吟味され た 構成 部分 及び 安全 原則 を 用いる こ と 。 
安全 機能 は 機械の 制御 シス テ ム によ つて 適切な 間隔で チ ヱック 
される こと。 






B の 要求 事項 及び 十分 吟味され た 安全 原則の 使用が 適用され 
る こと。 

安全 関連 部 は 次のように 設計され ている こと。 
- いずれの 部分の 単-の 不具合 （障害） も 安全 機能の 喪失 を 招 
かない。 

一 合理的に 実施 可能な 場合 は 常に 単一の 不具合 （障害） が 検出 
される。 




3 


n 及び mB 




B の 要求 事項 及び 十分 吟味され た 安全 原則の 使用 カ逾 用され 

る こと。 

安全 関連 部 は 次の よ う に 設計され る こ と 。 
― いずれの 部分の 単一の 不具合 （障害） も 安全 機能の 喪失 を 招 
かない。 かつ， 

- 単一の 不具合 （障害） は， 安全 機能に 対する 次の 動作 要求の 
とき， 又は それ 以前に 検出され る。 

それが 不可能な 場合， 不具合 （障害） の 蓄積が 安全 機能の 喪 
失 を 招かない こと。 




4 


mc 


注 め "構成 部分" はこの 規格の "構成 品" を 意味す る。 

b) "十分 吟味され た" について は J1SB 9705-1:2000， 6.2.2.2, 6.2.2.3 參照。 



奢 作 権 法に よ り 無断での 複製， jfl^ 戦 等 は 禁止され ております。 
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JIS 6 9712:2006 
(ISO 13851 : 2002) 

機械 類の 安全性 一 両手 操作 制御装置 一 

機能的 側面 及び 設計 原則 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 ，記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 
定の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1 制定の 趣旨 

この 規格 は， ISO (International Organization for Standadization 国際 標準化 機構） 規格の 13851:2002， Safety 
of machinery ― Two-hand control devices ― Functional aspects and aesign principles に A っレ） 飞 f 乍 成 し た 日本 丄咸 

規格で ある。 

なお， この 規格の 発行 は， この 版が 初めてで あり， ISO で 発行され る 安全 規格 を WTO/TBT 協定の 観点 
から 早期に 日本工業規格と して 制定す る 必要性に かんがみ， この 規格 を 制定した。 

2 制定の 経緯 

この 規格 は 平成 14 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 （箇条 5 参照） 
において 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 原 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成して おらず， この 制定が 初めての もので あ 

る。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

この 規格の 対応 国際規格 では 引用 規格と して EN (欧州 規格） 規格が 参照され ており， その 取扱いに つ 
いて は， 日本工業規格 として 適切 か 不適切 かの 議論が あった。 ただし， これらの EN 規格 は， 同等の ISO 
が ある ことから これ を 引用した。 

4 規定 項目の 内容 
4.1 全般 

この 規格 は， 国際 安全 規格 系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B， 夕 
イブ C 規格で も 共通 に 使用 する ことが 要求され る。 
4.2 引用 規格 

ISO/TR 12100-1,-2 カ^リ? J 規格と されて いる 力ま， すでに ISO 12100-1,-2 として 発行され， また， その 整合 
JIS も JISB9700-l,-2 として 発行され ている ことから， JIS を 引用した。 また， EN 規格に ついては， 同等 
の ISO カ绅 IJ 用 可能な ため， ISO を 引用した。 

解 1 

；普作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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4.3 適用 範囲 

こ の 規格で 規定す る 両手 操作 制御装置の 適用に ついて は 装置の 特性 か ら 機能 的 特性の 組合せ を 示し， 安 
全 要求 事項 を 規定して いるもの である 力ま， 具体的に 設計され る 範囲 は 機械の 制御システムと 筒条 3 の 定義 
で 示す 図 1 の "7 論理 ュニッ ト" が 種々 絡み合って 構成され る 場合が ある。 

この場合， 両手 操作 制御装置と して 特定す る 範隨が あいまいと 見なされる 力；， ここで は 機械の 制御 シス 
テムで その 要求 を 採用す るか どうか は 他の 条件との 絡みで 決まる もので あ り， 実際に その 動作が 行われる 
か ど うか は その 決定に よる ものと し， 機械の 制御 システムで その 安全 要求 事項 を 採用 実行す る ものに つい 
て はこの 規格の 適用 範 H にある と 考える。 

機械に 統合され たものと 機械に 統合され ていない ものの 対応に ついて， この 規格に 適合して いる こ と を 
表示す るた め に 箇条 11 で 要求す る マーキング は， 完全に 独立 し た 形で こ の 規格 要件 を 満た し ， 機械に 統合 
された もので ない 場合 は 11.2 力 S 適用され る。 例えば， 制御 操作 器 だけが 可動 式 スタンドで 機械 本体から 分 
離して いる 場合， 11.3 の 二つ 以上の 分離した ュニッ トで 構成され ている 場合と して 適用され る。 

マーキング において， 両手 操作 制御装置の 部分 として 特定す る ことができ るよう な 方法 と は 箇条 3 で定 
義 される 図 1 の 構成 図の 分類で 表示す る 方法が あ る 。 

4.4 表 1 両手 操作 制御装置の タイプ 及び 最低限の 安全 要求 事項の リスト 中， a 3 

表 1 で 示されて いる タイプ I の 再 開始 欄の 及び 8.6 についての 注記 は， 8.6 力 《 ， "片方の 制御 操作 器 を 
操作 状態に する ことによ る 機能 不良 を 防止す る 方策が 備えられなければ ならない" を 主眼と してお り， そ 
の 具体的な 方策と して 5.6 又は 5.7 の 採用が 考えられる こ とが 述べて いる こ と， 注記で 5.6 又は 5.7 を 無視 
する 場合 は， 注意 深く リスク アセスメント を 実施す る こと を 求めて いる ことから， タイプ I は 5.6 又は 5.7 
が 必須で はない けれども "片方の 制御 操作 器 を 操作 状態に プロ ッ ク する こ と によ る 機能 不良 を 防止す る 方' 
策が 備えられなければ ならない" を 実現し なければ ならない ことから， 5.6 が 必ず （須） の タイプ II 及び タ 
イブ m より 1 ランク 下に 位置付けられて いると 解釈す る。 

5 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JISB97 に 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長 
(委員） 





氏名 




所属 


向 


殿 


政 


男 


明治 大学 


丸 


山 


弘 


心 


財団法人 研 友 社 


I-JLJ 
石 


永 


明 


男 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


田 


中 


敏 


早 


厚生 労働省 労働 基準 局 


池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 産業 安全 研究所 


大久保 


宪 


夫 


日本 大学 


杉 


本 




旭 


北 九州 市立 大学 


川 


P 


邦 


供 


社団法人 産業 安全 技術 協会 


条 


ill 


壮 




中央労働 災害 防止 協会 


中 
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社団法人 日本 縫製 機械工業 会 



解 2 



^作 権 法に より 無断での 複製， 転 «IP は 禁止され ており ます。 
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社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 

T-RAST 研究所 

石 川 島播磨 重工業 株式会社 

株式会社 荏 原 製作所 

オムロン 株式会社 （H14 年 7 月から） 

株式会社 神 戸 製鋼所 

株式会社 小 松 製作所 

株式会社 小 松 製作所 （元） 

住友 重 機械工業 株式会社 

株式会社 ダイ フク 

テュ フライ ン ランド ジャパン 株式会社 
(H14 年 7 月から） 
トヨタ 自動車 株式会社 
日本 信号 株式会社 
ビュー 口 一^^ ^リ タス 日本 支社 
株式会社 日立 製作所 ' 
株式会社 牧野 フライス 
東芝 機械 株式会社 （H14 年 3 月 ま で） 
三菱 重工業 株式会社 
三菱 電機 株式会社 

豊田ェ 機 株式会社 （H14 年 3 月 ま で） 
松下電器 産業 株式会社 （H14 年 7 月から） 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 

(文責 宮崎 浩ー） 



解 3 



し;^ 作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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白 紙 



解 4 



^作 権 法に よ り 無断での 複震， お は 禁止され て おります。 



★ 内容に ついての お 問 射 は， 規格 開発部 標準 課 [FAX(03) 34 05-55 4 1TEL((M)5 77 (M 57 1] へ ご 連 

絡く ださい,. 

★JIS 規格;? ぎの 正/ に:: が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご' 案内いた します。 
(!) ま！^会発行の月刊^^ "6?!*1^^化ジャ一 ナル" に， 止., おの 内容 を揭 いたします。 
(2) 原則として 每月第 3 火曜日に， "日経 産業 新 M" 及び "日刊 工業 新聞'， の JIS 発行の 広告欄 

で， 正 誘禁が 発行され た 番号 及び 皿の 名称 をお 知らせいた します。 
なお， 当 協会のお S 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 票が 発行され た 場合' 自動 

的に お送りい たします。 

★JISftif&'/;:: の ご は 文 は， ^?及1(菜部カ ス 夕 マ 一サービス i2ft[TEL(03)3583-S00 2 FAX(03)3583-(}462] 
又は-卜 -fk! の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おり ますので， お 申込みく ださい。 
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